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【目的】 

 「創造的破壊」でも有名な経済学者 J.A.シュン

ペーターは，イノベーションの主体に異なる見解

を示した。一つは企業者に着目した欧州時代の

1912 年の著作（初版）で，もう一つは渡米後，大企

業のＲ＆Ｄに着目した 1942 年の著作（初版）であ

る。結局，イノベーションの主体に関わる問題は，

ケース・バイ・ケースであり，実証研究や理論的考

察が求められる。我が国農業の場合，試験研究が始

まって以降，イノベーションで「現場の農家や、農

家と交わりの深い出先の研究者仲間の方が大きな

役割を果た」すことも少なくない（西尾，1998）。 

小稿は，農業分野でのイノベーション研究の蓄

積が乏しい中，企業者主体のイノベーションにつ

いて，暖地畑作の一例，すなわち「加工用ホウレン

ソウの機械化体系」確立の経緯や性格を明らかに

し，イノベーション研究の一助としたい。 

【方法】文献調査と聴取調査 

【結果および考察】 

 「加工用ホウレンソウの機械化体系」確立の経緯

は，以下のとおりである。起点となった多角化経営

のＡ社は，2002 年に残留農薬の問題で中国製冷凍

ホウレンソウの輸入量が激減後，需要が急増した

加工用ホウレンソウの作付面積を拡大するため，

収穫作業の機械化に着手した。具体的には，同社で

使用する茶作専用機のメーカーに外注し，2003 年

１月に乗用型茶摘採機をベースに試作機が完成し

た。その後，同業Ｂ社の助言もあり，試作機中央の

刈取り部を前方に出すことで，2007 年に乗用型収

穫機が完成した（同年，メーカーが意匠登録）。 

 もっとも機械収穫では，雑草など異物が混入し，

収穫後の異物除去で労働多投になるため，次の技

術開発が継起した。すなわち製造工程での異物除

去の省力化であり，Ｂ社が着手した。Ｂ社は，まず

開発を外注したものの，自社の考えと異なるとし

て代表取締役自らが図面を引くなど内製化した。

その結果，Ｂ社の経営耕地面積が 100ha を超えた

2009 年に省力的な異物除去を含む製造工程が完成

した。また加工場の安定操業の観点から，計画的収

穫など原料生産管理手法が高度化され，ここに加

工用ホウレンソウの機械化体系が確立した。 

 この事例は，事業拡大の好機到来といった経営

環境の変化に対し，受動的適応から生じた企業者

主体のイノベーションで，当該行動の動機が明快

であった。まさに「必要は発明の母」である。また

イノベーションの性格として三つ挙げられる。 

第一に連鎖的なプロセス・イノベーション（PI；

注）である。つまり，ある過程（原料収穫）の PI

が，ほかの過程（製造工程）の PI を誘発し，相互

に作用（原料生産管理手法の高度化）しながら，新

たな体系技術の確立をもたらした。 

 第二に技術面は破壊的で，市場面は現状維持的

なイノベーションである。つまり機械化等，技術が

非連続的・急進的に変化したものの，新たな市場の

創出等，市場そのものを変化させていない。 

第三に他の技術／知識の応用，つまり既知を超

える「知の探索」である。実際に開発された収穫機

は乗用型茶摘採機がベースで，製造工程の異物除

去も他作物の選別技術が応用された。こうした応

用は，ほかでも見られる。例えば，苗半作といわれ

ていた稲作では，寒冷地で早植が広がる中，養蚕に

精通した松田（1975）が蚕期別に温湿度等を管理す

る科学的な稚蚕飼育に基づき，積雪地帯向けに室

内育苗（箱育苗）を創案し，稚苗移植（直植）を始

めた。室内育苗は，育苗器の開発ももたらし，かつ

田植機研究の行き詰まりを打開した。当時の田植

機研究は，苗取の省力化が未解決のまま，苗損傷の

課題が生じた根洗成苗用から，機構が複雑で耐久

性や軽量化の課題が生じた土付成苗用に移ったも

のの，展望が開けずにいた（波多野，1985）。そこ

に稚苗移植が登場し，やがて動力式の稚苗用田植

機が開発され，稲作機械化一貫体系が確立する。 

注：小稿の「プロセス・イノベーション」は，生産・

販売過程のイノベーションとの意である。 
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